
秋田県の人事行政の運営について（要旨）

１　職員数の状況（各年4月1日現在）

２　職種別の平均給与月額と平均年齢（平成29年4月1日現在）

３　初任給の状況（平成29年4月1日現在）

　「秋田県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」の規定に基づき、平成２８年度における秋田県の
人事行政の運営の状況及び秋田県人事委員会の業務の状況を秋田県公報で公表しておりますが、その要旨を
紹介します。

うち知事部局 うち知事部局 うち知事部局

一般行政 総務他 3,345 3,208 3,342 3,181 △ 3 △ 27 事務の統廃合・縮小など
特別行政 教育 8,897 11 8,754 8 △ 143 △ 3 児童生徒数の減少など

警察 2,345 2,359 14 0 欠員補充
公営企業 病院 0 0 0 0 0 0

下水道 9 9 9 9 0 0
その他 108 12 110 12 2 0 業務増など

14,704 3,240 14,574 3,210 △ 130 △ 30

対前年
増減数 主な増減理由

合　計
●職員数は一般職の職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員等を含み、臨時的任用職員及び非常勤職員を除い
ています。

部門 区分
職員数

平成２８年 平成２９年

0円 100,000円 200,000円 300,000円 400,000円 500,000円

332,000円

318,000円

396,780円

403,300円

334,100円

66,614円

98,678円

45,907円

35,551円

44,671円

平均給料月額
平均諸手当月額

平均給与月額

398,614円

416,678円

442,687円

438,851円

378,771円

平均年齢

42歳8月

38歳9月

45歳9月

49歳1月

51歳3月

●職員には、給料表に定められた「給料」に扶養手当、住居手当、通勤手当
などの諸手当を加えた「給与」が支給されます。

行政職

警察職

教育職（高等学校等）

教育職（小・中学校）

技能労務職

区分 初任給
行政職 大学卒 179,643円

高校卒 147,283円
警察職 大学卒 205,753円

高校卒 166,235円
教育職（高等学校等） 大学卒 201,115円
教育職（小・中学校） 大学卒 201,115円

短大卒 176,719円

定員管理計画
対象職員： 知事部局職員（再任用職員、医師確保対策室の医師を除く。）
計画期間： 平成２６年度から２９年度までの４年間
縮減目標： 3,349人（H25.4.1現在）を約４％（129人）縮減し、3,220人（H29.4.1時点）体制へ

県職員の給与水準
県職員の給与は、県内民間事業所の給与の実

態や生計費、物価などの調査結果に基づいて県
人事委員会が行う給与勧告、国や他の地方公共
団体との均衡を考えて、県議会の審議を経て条例
で定められています。
なお、現在の給与制度は、退職手当を含め、国

に準じたものになっています。
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４　一般行政職の級別職員数（平成29年4月1日現在）

５　職員手当

６　人件費の状況（平成27年度普通会計決算） ７　職員給与費の内訳（平成29年度一般会計予算）

８　特別職の給料など（平成29年4月1日現在）

９　懲戒処分の状況（平成28年度）

区　分 ９級 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

標準的職務内容 部長 次長 課長 課長
主幹・
副主幹

副主幹
・主査

主査・
主任

主事・
技師

主事・
技師

職員数 19人 32人 64人 228人 936人 1,105人 436人 364人 469人 3,653人

構成比 0.5% 0.9% 1.8% 6.2% 25.6% 30.2% 11.9% 10.0% 12.8% 100%
●県には９種類１３表の給料表がありますが、上の表は行政職のものです。

②退職手当 （平成２８年度）

自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 20.445月分 25.55625月分
勤続２５年 29.145月分 34.5825月分
勤続３５年 41.325月分 49.59月分
最高限度 49.59月分 49.59月分

一般行政職 警察職 教育職
19,137千円 18,623千円 21,783千円

平均支給額

区　分
支給割合

①期末・勤勉手当 （平成２８年度）
期末手当 勤勉手当

６月支給 1.175月分 0.775月分
１２月支給 1.325月分 0.825月分

合計 2.5月分 1.6月分

区　分

支給割合

●特定幹部職員（本庁次長級以上の職員）は、６月期と１２月
期の期末手当のうち、それぞれ０．２月分を勤勉手当に振り替
えています。

●職制上の段階、職務の級などにより加算措置があります。

歳出額
6,009億
6,015万円

●人件費には、知事など特別職の給料や報
酬を含みます。

人件費

２3．4％

1,405億3,936万円

人件費以外

７6．6％

4,604億2,079万円

●職員手当には退職手当を含みません。

対象職員数15,482人 一人当たり675万円

計

1,044億
4,607万円

職員手当
122億9,663万円

給料
671億753万円

期末・勤勉手当
250億
4,191万円

６月期 12月期
知　事 1,210,000円 (968,000円) 1.525月分 1.525月分
副知事 930,000円 (790,500円) 1.525月分 1.525月分
議　長 910,000円 1.525月分 1.525月分
副議長 810,000円 1.525月分 1.525月分
議　員 780,000円 1.525月分 1.525月分

●知事、副知事には寒冷地手当及び退職手当も支給されます。

●知事・副知事の給料については、平成３３年４月まで知事が20%、副知事が15％減額されています。かっこ内は減額後の額です。

●知事、副知事の期末手当については、平成３２年１２月まで知事が20％、副知事が15％減額されています。

●知事、副知事の退職手当については、前任期における特例措置として、知事が15%、副知事が10%減額して支給しました。

区分 給料・報酬
期末手当

区　　分 戒告 減給 停職 免職 計
0

4 1 5
1 3 4

0
1 2 1 1 5
2 2
7 3 2 4 16計

●知事部局等、警察本部及び教育委員会（市町村立学校の県費負担教職員を含む。）の合計です。

給与・任用に関する不正
一般服務違反

一般非行
収賄等

監督責任
道路交通法違反（職務執行外）
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